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　　　日鉄テックスエンジ株式会社



貸    借    対    照    表
（２０２４年３月３１日現在）

科 目 金 額 科 目 金 額
百万円 百万円

214,743 87,758

705 支 払 手 形 1,948

1,586 電 子 記 録 債 務 19,059

1,563 工 事 未 払 金 28,591

5,734 短 期 借 入 金 2,600

185,368 リ ー ス 債 務 20

2,536 未 払 金 7,137

1,573 未 払 費 用 3,835

7,189 未 払 法 人 税 等 2,454

6,971 未 成 工 事 受 入 金 590

728 預 り 金 2,923

245 賞 与 引 当 金 9,376

358 完成工事補償引当金 558

200 工 事 損 失 引 当 金 39

△ 20 設 備 関 係 支 払 手 形 261

50,238 前 受 金 8,143

37,823 そ の 他 218

13,480 18,892

718 リ ー ス 債 務 21

5,740 再評価に係る繰延税金負債 2,024

26 役員退職慰労引当金 80

1,390 退 職 給 付 引 当 金 16,745

16,185 そ の 他 20

36 106,650

246

267 154,735

219 5,468

2 27,335

42 資 本 準 備 金 1,873

2 そ の 他 資 本 剰 余 金 25,462

12,147 121,930

567 121,930

508
固定資産圧縮積立

金
85

184 繰 越 利 益 剰 余 金 121,845

20 3,595

642 その他有価証券評価差額金 210

433 繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 1

1,271 土 地 再 評 価 差 額 金 3,383

8,591

18

△ 92 158,331

264,981 264,981

（注）　記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

そ の 他

資　　産　　の　　部 負　　債　　の　　部

現 金 預 金

預 け 金

受 取 手 形

流 動 負 債流 動 資 産

前 払 費 用

電 子 記 録 債 権

車 両 運 搬 具

工 具 器 具 ・ 備 品

完 成 工 事 未 収 入 金

売 掛 金

製 品

未 成 工 事 支 出 金

材 料 貯 蔵 品

機 械 及 び 装 置

構 築 物

建 物

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

貸 倒 引 当 金

未 収 入 金

立 替 金

投 資 有 価 証 券

建 設 仮 勘 定

リ ー ス 資 産

土 地

無 形 固 定 資 産

投 資 そ の 他 の 資 産

そ の 他

リ ー ス 資 産

電 話 加 入 権

ソ フ ト ウ エ ア

長 期 前 払 費 用

敷 金 及 び 保 証 金

破産債権、更生債権等

出 資 金

関 係 会 社 株 式

貸 倒 引 当 金

資 産 合 計

負　　債　　合　　計

固 定 負 債

株 主 資 本

資 本 剰 余 金

純　資　産　の　部

利 益 剰 余 金

資 本 金

評 価 ・ 換 算 差 額 等

負 債 純 資 産 合 計

純 資 産 合 計

そ の 他 利 益 剰 余 金

そ の 他

繰 延 税 金 資 産

前 払 年 金 費 用
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百万円 百万円

301,433

268,512

32,920

16,356

16,563

受 取 利 息 1

受 取 配 当 金 3,051

受 取 補 償 金 11

受 取 賃 貸 料 50

保 険 事 務 手 数 料 39

雑 収 入 58 3,213

支 払 利 息 44

雑 支 出 4 48

19,727

固 定 資 産 売 却 益 6

そ の 他 0 7

固 定 資 産 売 却 損 2

固 定 資 産 除 却 損 207

減 損 損 失 285

組 織 再 編 費 用 191

そ の 他 0 686

19,048

法人税、住民税及び事業税 4,466

法 人 税 等 調 整 額 △  146 4,320

14,728

（注）　記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

損   益   計   算   書

２０２３年　　４月  １日から
２０２４年　　３月３１日まで

売 上 総 利 益

営 業 利 益

売 上 高

売 上 原 価

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費

税 引 前 当 期 純 利 益

当 期 純 利 益

営 業 外 収 益

営 業 外 費 用

特 別 損 失

特 別 利 益

経 常 利 益

( )
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剰 余 金 の 配 当

固定資産圧縮積立金の取崩

当 期 純 利 益

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
当 期 変 動 額 （ 純 額 ）

百万円 百万円 百万円 百万円 百万円

136 △ 7 3,383 3,513 147,057 

剰 余 金 の 配 当 △ 3,537 

固定資産圧縮積立金の取崩 ― 

当 期 純 利 益 14,728 

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
当 期 変 動 額 （ 純 額 ）

73 8 ― 82 82 

73 8 ― 82 11,273 

210 1 3,383 3,595 158,331 

　（注）　記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

当 期 首 残 高

当 期 変 動 額

当 期 変 動 額 合 計

当 期 末 残 高

当 期 変 動 額 合 計

当 期 末 残 高

評 価 ・ 換 算 差 額 等

純資産合計その他有価証券
評価差額金

繰延ヘッジ損益
土地再評価

差額金
評価・換算
差額等合計

当 期 首 残 高

当 期 変 動 額

　株主資本等変動計算書　
２０２３年　　４月  １日から
２０２４年　　３月３１日まで

( )

株　　　　　　主　　　　　　資　　　　　　本

利益剰余金

株主資本合計

資本準備金
その他資本
剰余金

資本剰余金
合計

固定資産圧
縮積立金

繰越利益剰
余金

利益剰余金
合計

百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円

5,468 1,873 25,462 27,335 90 110,649 110,739 143,544 

△ 3,537 △ 3,537 △ 3,537 

△ 5 5 ― ― 

14,728 14,728 14,728 

― 

― ― ― ― △ 5 11,196 11,190 11,190 

5,468 1,873 25,462 27,335 85 121,845 121,930 154,735 

その他利益剰余金資本金

資本剰余金
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個  別  注  記  表

Ⅰ．重要な会計方針に係る事項に関する注記

１．資産の評価基準及び評価方法

（１）有価証券

①子会社株式及び関連会社株式･･･････　　移動平均法による原価法

②その他有価証券　

　　市場価格のない株式等以外のもの･･･　　時価法 （評価差額は全部純資産直入法により処理し、

　　売却原価は移動平均法により算定）

　　市場価格のない株式等･････････････  　移動平均法による原価法

（２）デリバティブ

　時価法によっております。

（３）棚卸資産

　未成工事支出金の評価の方法は、個別法による原価法、製品及び材料貯蔵品の評価の方法は、主とし

て移動平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）によ

っております。

２．固定資産の減価償却の方法

（１）有形固定資産（リース資産を除く）

　定額法によっております。

（２）無形固定資産（リース資産を除く）

　　 　定額法によっております。

　ただし、ソフトウエア（自社利用分）については、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額

法によっております。

（３）リース資産

　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

 リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとする定額法によっております。

３．引当金の計上基準

（１）貸倒引当金

　売上債権、貸付金等の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸

念債権等については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

（２）賞与引当金

　従業員の賞与支給に備えるため、次回賞与支給見込額を計上しております。

（３）完成工事補償引当金

　完成工事に係る瑕疵担保等の費用に備えるため、完成工事高に対する将来の見積り補償額に基づいて

計上しております。

（４）工事損失引当金

　受注工事の損失発生に備えるため、当事業年度末手持ち工事のうち、損失の発生が見込まれ、かつ金

額を合理的に見積もることのできる工事について、損失見積額を計上しております。

（５）退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産に基づき、当事業

年度末に発生していると認められる額を計上しております。

①　退職給付見込額の期間帰属方法

　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法について

は、給付算定式基準によっております。

②　過去勤務費用及び数理計算上の差異の費用処理方法

　過去勤務費用は、発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（主として７年）による定額

法により費用処理することとしております。

　数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（主として７年）に

よる定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理することとしております。

（６）役員退職慰労引当金

　役員の退職金の支給に備えるため、内規に基づく当事業年度末要支給額を計上しております。
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４．収益及び費用の計上基準

　当社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容及び当該履行義務を

充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下のとおりです。

（１）エンジニアリング事業

　エンジニアリング事業においては、主に機械、電気計装、土木、建築等の工事契約に基づく請負を行

っております。当該工事契約については、支配が一定期間にわたり移転することから、履行義務の進捗

に応じて収益を認識しております。なお、履行義務の充足に係る進捗度の見積りの方法は、見積総原価

に対する発生原価の割合で算出しております（インプット法）。

　ただし、少額又は期間がごく短い工事契約については、完全に履行義務を充足した時点で収益を認識

しております。

（２）操業（役務の提供）

　操業（役務の提供）においては、主に鉄鋼生産設備の操業に関する役務の提供を行っております。

当該役務の提供については、その役務の提供が完了した時点において履行義務が充足されることから、

当該時点で収益を認識しております。

（３）製品の販売

　製品の販売においては、主にパーティクルボード、活性炭の製造販売を行っております。当該製品の

販売については、約束した財の支配が顧客に移転した時点で、当該財と交換に受け取ると見込まれる金

額で収益を認識しております。なお、出荷時から当該製品に対する支配が顧客に移転される時までの期

間が通常の期間である場合には、出荷時点で収益を認識しております。

５．その他計算書類作成のための基本となる事項

（１）ヘッジ会計の方法

  ①  ヘッジ会計の方法

　繰延ヘッジ処理によっております。

　なお、振当処理の要件を満たしている為替予約については振当処理によっております。

  ②  ヘッジ手段とヘッジ対象

　　  ヘッジ手段 ：  為替予約

　 　 ヘッジ対象 ：  外貨建債権債務等

  ③  ヘッジ方針

　当社の社内規程である「デリバティブ取引管理規程」に基づき、為替変動リスクをヘッジしてお

ります。

　なお、当該規程にて、デリバティブ取引は実需に伴うリスクヘッジのための取引に限定し、売買

益を目的とした投機的な取引は一切行わない方針としております。

  ④  ヘッジ有効性評価の方法

　ヘッジ開始時から有効性判定時点までの期間にかかるキャッシュ・フロー変動額の累計又は為替

相場の変動を比較する方法によっております。

　ただし、振当処理によっている為替予約については、有効性の評価を省略しております。

（２）退職給付に係る会計処理

　退職給付に係る未認識数理計算上の差異、未認識過去勤務費用の会計処理の方法は、連結計算書類に

おけるこれらの会計処理の方法と異なっております。
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Ⅱ．貸借対照表に関する注記

１．有形固定資産減価償却累計額 68,420 百万円

２．保証債務

　銀行借入金等に対する債務保証

　 諸口（住宅ローン） 1 百万円

３．関係会社に対する金銭債権又は金銭債務

関係会社に対する短期金銭債権 136,220 百万円

関係会社に対する短期金銭債務 6,337 百万円

４．事業用土地再評価

　土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公布法律第34号）及び土地の再評価に関する法律の一部を

改正する法律（平成11年３月31日改正）に基づき、事業用土地の再評価を行い、当該評価差額のうち税金相

当額を「再評価に係る繰延税金負債」として負債の部に計上し、これを控除した金額を「土地再評価差額金」

として純資産の部に計上しております。

　再評価を行った年月日 2000年３月31日

　同法律第３条第３項に定める再評価の方法 土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３月31日公布政令

第119号）第２条第４号に定める路線価及び路線価のない土地

は第２条第３号に定める固定資産税評価額に基づいて、奥行価

格補正等の合理的な調整を行って算出しております。

　再評価を行った事業用土地の当事業年度末における時価の合計と当該事業用土地の再評価後の帳簿価額の

合計額との差額は4,739百万円となっております。

Ⅲ．損益計算書に関する注記

１．関係会社との取引高

売　上　高 190,047 百万円

仕　入　高 4,096 百万円

営業取引以外による取引高の総額 6,004 百万円

２．減損損失

　処分資産については建物等の撤去を行うこととなったため、遊休資産については

今後の利用価値もないため、減損損失を認識しました。

　減損損失の内訳は土地29百万円、建物等255百万円であります。

Ⅳ．税効果会計に関する注記

　繰延税金資産の発生の主な原因は、賞与引当金及び退職給付引当金であり、繰延税金負債の発生の主な原因は、

土地再評価差額金であります。

　　（法人税及び地方法人税の会計処理又はこれらに関する税効果会計の会計処理）

　日本製鉄㈱を通算親法人とするグループ通算制度を適用しております。なお、法人税及び地方法人税並びに

税効果会計の会計処理及び開示については、「グループ通算制度を適用する場合の会計処理及び開示に関する

取扱い」（実務対応報告第42号 2021年８月12日）に従っております。
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Ⅴ．関連当事者との取引に関する注記

１．親会社及び主要株主(会社等に限る。)等

会社等の 資本金

名称 (百万円)

100.0%

取引金額 期末残高

(百万円) (百万円)

133,338

1,112

40

2,600

40

865 865

(注)　取引条件及び取引条件の決定方針等

　  　(1)建設工事の受注及び活性炭等の販売に関しては、一般取引と同様に個別案件ごとに当社見積を

　　　　 提示し、価格交渉の上決定しております。

　  　(2)借入金の利率は市場金利等を勘案して合理的に決定しております。

２．子会社及び関連会社等

会社等の 資本金

名称 (百万円)

100.0%

取引金額 期末残高

(百万円) (百万円)

(注)　取引条件及び取引条件の決定方針等

　　　　 資金の返還については、グループ全体での戦略的な資金管理の一環として資金の預受託を行っ

　　　　 ていましたが、2024年４月１日付でテックスエンジソリューションズ㈱の全株式を日鉄ソリュ

　　　 　ーションズ㈱に譲渡することに伴い、資金を返還したものであります。

-

取引の内容 科目

 資金の返還 3,413 -

コンピューターシステムの保
守、運用等の発注等
資金の預受託

 通算税効果額の支払  未払金

種類 所在地 事業の内容
議決権等の
所有割合

関連当事者との関係

子会社 テックスエン
ジソリュー
ションズ㈱

東京都
千代田区

50 コンピューターシ
ステムに関する設
計、開発、保守及
び運用管理

 資金の借入
 短期借入金 2,600

 支払利息

同社より、機械・電気設備及び
計測制御システムの設計・製
作・据付及び運転・整備、建築
土木工事を受注

取引の内容 科目

親会社 日本製鉄㈱ 東京都
千代田区

419,524 鉄鋼の製造及び
販売

 建設工事の受注及び
 活性炭等の販売

189,983

 完成工事未収入金

 売掛金

 未成工事受入金

種類 所在地 事業の内容
議決権等の
被所有割合

関連当事者との関係
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Ⅵ．１株当たり情報に関する注記

 　 １．１株当たり純資産額 1,163円68銭

 　 ２．１株当たり当期純利益 108円25銭

Ⅶ．重要な後発事象に関する注記

　　（連結子会社の株式譲渡）

　　　　当社と日鉄ソリューションズ㈱は、2023年12月20日付で、当社の連結子会社であったテックスエンジソリュー

　　　ションズ㈱の全株式を日鉄ソリューションズ㈱に譲渡する株式譲渡契約書を締結し、2024年４月１日付で株式譲

　　　渡を実行いたしました。

　　（１）異動した子会社の状況

①名称 テックスエンジソリューションズ㈱

（2024年４月１日付で日鉄ソリューションズビズテック㈱に商号変更）

②所在地 東京都千代田区神田猿楽町二丁目８番８号

③代表者の役職・氏名 代表取締役社長　梶原 敏弘

④事業内容 コンピューターシステムに関する設計、開発、保守及び運用管理

⑤資本金 50百万円

⑥設立年月日 2004年７月１日

　　（２）譲渡した株式の数、譲渡価額及び譲渡損益

①異動前の所有株式数 1,000株（議決権所有割合：100％）

②譲渡株式数 1,000株（議決権所有割合：100％）

③異動後の所有株式数 　　0株（議決権所有割合：  0％）

④譲渡価額 8,143百万円

⑤譲渡益 8,053百万円

Ⅷ．収益認識に関する注記

　「重要な会計方針に係る事項に関する注記」の「収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。

３．兄弟会社等

会社等の 資本金
名称 (百万円)

取引金額 期末残高
(百万円) (百万円)

10,193 4,121

会社等の 資本金
名称 (百万円)

取引金額 期末残高
(百万円) (百万円)

8,143 8,143

(注)　取引条件及び取引条件の決定方針等
　　　(1)建設工事の受注に関しては、一般取引と同様に個別案件ごとに当社見積を提示し、価格交渉の
　　　　 上決定しております。
　　  (2)子会社株式の譲渡契約に関しては、2024年４月１日付で当社子会社であるテックスエンジソリ
　　　　 ューションズ㈱の全株式を日鉄ソリューションズ㈱に譲渡するものであり、独立した第三者算
　　　　 定機関の算定した対価に基づき交渉の上、決定しております。

同社との間で、当社子会社株式
譲渡契約を締結

取引の内容 科目

 当社子会社株式の譲渡
 予定対価の受領

 前受金

なし

 親会社の
 子会社

日鉄ソリュー
ションズ㈱

東京都
港区

12,952 コンピュータシス
テムに関するエン
ジニアリング・コ
ンサルティング、
ITを用いたアウト
ソーシングサービ
ス そ の 他 の 各種
サービス

取引の内容 科目

 建設工事の受注  完成工事未収入金

種類 所在地 事業の内容
議決権等の
被所有割合

関連当事者との関係

同社より、機械・電気設備及び
計測制御システムの設計・製
作・据付及び運転・整備、建築
土木工事を受注

なし

種類 所在地 事業の内容
議決権等の
被所有割合

関連当事者との関係

 親会社の
 子会社

日鉄ステン
レス㈱

東京都
千代田区

5,000 ステンレス鋼の
製造及び販売
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